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１ 平成２９年における年間総実労働時間等の状況 

（第１図参照） 

(ア)  総実労働時間の状況 

 

◆ 平成２９年における県内労働者の１人平均の年間総実労働時間は、「毎月勤労統計調査結

果（厚生労働省・栃木県、事業所規模５人以上）」によれば、対前年比１８時間減少し、 

１，７７４時間となった。このうち、所定外労働時間は前年より２時間増加し、所定内労

働時間は前年より２０時間減少している。 

◆ 平成２９年の全国の年間総実労働時間は、前年より３時間減少し、１，７２１時間とな

った。 

◆ 栃木県の平成２９年における年間総実労働時間の状況を全国と比較すると、本県は全国

平均より５３時間長く、その差が１５時間縮小した。 

 

(イ)  所定内労働時間の状況 

 

◆ 平成２９年における県内労働者の１人平均の年間所定内労働時間は、前年より２０時間

減少し、１，６２４時間となった。 

◆ 平成２９年の全国の年間所定内労働時間の状況は、前年より５時間減少し、１，５９０

時間となった。 

◆ 栃木県の平成２９年における年間所定内労働時間の状況を全国と比較すると、本県は全

国平均より３４時間長く、その差が１５時間縮小した。 

 

(ウ)   所定外労働時間の状況 

 

◆ 平成２９年における県内労働者の 1 人平均の年間所定外労働時間は、前年より２時間増

加し、１５０時間となった。 

◆ 平成２９年の全国の年間所定外労働時間の状況は、前年より１時間増加し、１３１時間

となった。 

◆ 栃木県の平成２９年における年間所定外労働時間の状況を全国と比較すると、本県は全

国平均より１９時間長く、その差が１時間拡大した。 

 

 

※平成２８年版から、事業所規模５人以上の統計を用いることとした。 

従前の事業所規模３０人以上の統計は参考１、２を参照。 
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２ 平年２９年における主要産業別の年間総実労働時間等の状況 

（第２図参照） 

①  総実労働時間の状況 

 

◆ 栃木県における主要産業別の総実労働時間は、「毎月勤労統計調査結果（厚生労働省・栃

木県、事業所規模５人以上）」によれば、建設業（２，０９１時間）が最も長く、次いで、

運輸・郵便業（２，０３６時間）、製造業（１，９５５時間）となっており、県内の全産業

平均（１，７７４時間）より長い。また、宿泊・飲食サービス業（１，１５８時間）が最

も短く、次いで、卸売・小売業(１，６４３時間)、医療・福祉業（１，６６２時間）とな

っており、県内の全産業平均より短い。 

◆ 全国の主要産業別の総実労働時間は、運輸・郵便業（２，０７９時間）が最も長く、次

いで、建設業（２，０６２時間）、製造業（１，９６３時間）などとなっている。 

◆ 栃木県における主要産業別の総実労働時間の状況を全国と比較すると、医療・福祉業が

３８時間長く、次いで、建設業が２９時間、卸売・小売業が１９時間長い。一方、運輸・

郵便業が全国平均より４３時間短く、宿泊・飲食サービス業が３３時間短い。 

 

②  所定内労働時間の状況  

 

◆ 栃木県における主要産業別の所定内労働時間は、建設業（１，９３０時間）が最も長く、

次いで、製造業（１，７５６時間）、運輸・郵便業（１，７２９時間）となっており、県内

の全産業平均（１，６２４時間）より長い。また、宿泊・飲食サービス業（１，１０４時

間）が最も短く、次いで、卸売・小売業（１，５５４時間）、医療・福祉業（１，６００時

間）となっており、県内の全産業平均より短い。 

 

③  所定外労働時間の状況 

 

◆ 栃木県における主要産業別の所定外労働時間は、運輸・郵便業（３０７時間）が最も長

く、次いで、製造業（１９９時間）、建設業（１６１時間）となっており、県内の全産業平

均（１５０時間）より長い。また、宿泊・飲食業（５４時間）、医療・福祉業(６２時間)、

卸売・小売業（８９時間）となっており県内の全産業平均より短い。 
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    資料出所：厚生労働省、栃木県「毎月勤労統計調査」(事業所規模５人以上) 

 

 

＊事業所規模５人以上 
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    資料出所：厚生労働省、栃木県「毎月勤労統計調査」(事業所規模５人以上) 

 

 

 

＊事業所規模５人以上 



 

5 
資料出所：厚生労働省、栃木県「毎月勤労統計調査」(事業所規模３０人以上) 

    



 

6 
資料出所：厚生労働省、栃木県「毎月勤労統計調査」(事業所規模３０人以上) 

    



 

7 
資料出所：厚生労働省、栃木県「毎月勤労統計調査」(事業所規模５人以上) 

 

    

 



 

8 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

※小数点第２位四捨五入 

 



 

9 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

※小数点第２位四捨五入 

 



 

10 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

※小数点第２位四捨五入 

 



 

11 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

（調査期日は各年１月１日、数値は前年のデータ） 

※小数点第２位四捨五入 

 



 

12 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

（調査期日は各年１月１日、数値は前年のデータ） 

※小数点第２位四捨五入 

 



 

13 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

（調査期日は各年１月１日、数値は前年のデータ） 

※小数点第２位四捨五入 



 

14 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

（調査期日は各年１月１日、数値は前年のデータ） 

※小数点第２位四捨五入 

 



 

15 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

（調査期日は平成２９年１月１日、数値は前年のデータ） 

※小数点第２位四捨五入 

 



 

16 
資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査(平成 29 年)」 

（調査期日は平成２９年１月１日、数値は前年のデータ） 

※小数点第２位四捨五入 

 


